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３．事業の実施状況 

 

 
   

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
 

事業名 
 

【No.1（医療分）】 
秋田県医療連携ネットワークシステム機能強化事業 

【総事業費】 
502,936千円 

事業の対象

となる区域 
全区域 

事業の実施

主体 
秋田県、秋田県医師会、医療機関 

 
事業の期間 令和２年４月１日～令和７年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 
背景にある

医療・介護

ニーズ 

○「秋田県医療連携ネットワークシステム（愛称：あきたハートフルネット）」は、医療
機関同士の機能分化や連携を進めるために必要な診療情報共有化を実現するシステムと
して、平成２６年度から運用が開始され、医療の継続性、検査や投薬の重複防止など、効
率的で質の高い地域医療提供体制の実現に資する本医療情報ネットワークシステムを活
用する県内医療機関は増加している。 
○一方、運用開始から６年を経過し、全国的に地域医療情報連携ネットワークシステムの
機能向上は著しく、本県においてもシステム機能の強化が求められている。 

アウトカム指標： 秋田県医療連携ネットワークシステムへの登録患者数 

        （Ｒ２：6,875人 → Ｒ４：13,500人） 

事業の内容

（計画） 
○「あきたハートフルネット」の機能強化を行い、ネットワークシステムへの医療機関

の参加を更に促進し、ネットワークの拡大を図る。 

アウトプッ

ト指標（目

標値） 

秋田県医療連携ネットワークシステムの機能向上を図る医療機関 １２施設 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

秋田県医療連携ネットワークシステムの機能向上を図る医療機関  
Ｒ５年度末まで ３施設 

事業の有 
効性と効 
率性 
 
 

アウトカム指標：秋田県医療連携ネットワークシステムへの登録患者数 
16,089人（Ｒ５) 
(１)事業の有効性 
  ＩＣＴを活用することで、効果的に医療機能の分化や連携を進めることが可能である

が、前回導入した機器等の減価償却の問題で、当初の予定どおりに計画が進捗していな

い。引き続き、各病院に対して機能向上に関するシステム更新を促していく。 
(２)事業の効率性 
  医師会や参加医療機関等の意見を聞きながら、足並みをそろえて、システム機能の向

上を図っている。 
その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 
【No.９（医療分）】 

退院調整看護師等養成事業 

【総事業費】 

1,690千円 

事業の対象

と な る 区

域 

全区域 

事業の実施

主体 
公益社団法人秋田県看護協会 

事業の期間 
 

令和２年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進行や疾病構造の変化、近年の医療制度改革に伴う療養病床の削減等により需要の

拡大が見込まれる在宅医療に関わる看護職員の確保や定着の促進が不可欠である。 

 

アウトカム指標：退院調整支援担当者を配置している病院、有床診療所数 

・10万人対2.9(H30) → 3.1（R2） → 3.3（R4）→ 3.7（R5） 

 

事業の内容

（当初計画） 
在宅医療に関わる看護師等の養成及び資質向上を図るため、県看護協会が実施する在宅支援

アセスメントや在宅サービス調整など、退院支援・退院調整を行う看護師への研修、訪問看

護師と病棟看護師の相互理解を深めるための実地研修、地域の医療機関や介護施設等で働く

看護師の資質向上やネットワーク構築を図る研修等に対して助成する。 

 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

退院調整看護師養成研修会修了者数 年間６０人 

 

 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

退院調整看護師養成研修会修了者数 
（R2）104人 （R3）45人 （R4）44人 （R5）35人 
 

事業の有効

性と効率性 
 
 
 
 
 

退院調整支援担当者を配置している病院・診療所数 

・10万人対2.9(H30) → 3.5（R2）→ 3.9（R4）→ 4.4（R5） 

(１)事業の有効性 
入院医療機関の看護師に在宅医療に関する研修を実施することで、在宅医療への移行が適

切に行われるほか、在宅医療従事者間の連携促進を図ることが可能である。 
(２)事業の効率性 

 看護師の資質の向上に加え、在宅医療の携わる看護師同士の意見交換等を行い、在宅医療

の連携促進が図られた。 
 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

事業名 
 

【No.１０（医療分）】 
在宅医療推進薬剤師研修事業 

【総事業費】 
7,584千円 

事業の対象

と な る 区

域 

全区域 

事業の実施

主体 
秋田県薬剤師会 

事業の期間 
 

令和２年４月１日～令和７年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進行や疾病構造の変化、近年の医療制度改革に伴う療養病床の削減等により、在宅

医療の需要の拡大が見込まれていることから、薬局薬剤師が在宅療養患者の独居高齢者や患

者家族の負担軽減と安全性の高い医療の提供を行うため、居宅療養管理指導に必要な褥瘡の

処置や、服薬支援としての簡易懸濁法、特定保険医療材料等の知識と技能の向上を図る必要

がある。 
アウトカム指標： 

在宅患者訪問薬剤管理指導の届出件数の増加（R1.12現在 452件） 

R1:452件 R2:465件 R3:478 R4:491件 
事業の内容

（当初計画） 
在宅医療にかかわる薬局薬剤師の資質向上及び技能取得を図るため、秋田県薬剤師会が実施

する、褥瘡に関する研修、簡易懸濁法に関する研修、薬局での無菌調剤に関する研修、特定

保険医療材料に関する研修に対して助成する。 
アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

褥瘡対応研修会の参加者数 

 R2:50名 R3:50名 R4:50名 

 
アウトプッ

ト指標（達成

値） 

褥瘡対応研修会の参加者数 

 Ｒ２:０名 Ｒ３：６４名 Ｒ４：３２名 Ｒ５：１１３名 
※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大等の影響により未実施（令和３年度に実施） 

事業の有効

性と効率性 
 
 
 

アウトカム指標： Ｒ５：４５７件 
(１)事業の有効性 
 在宅患者訪問薬剤管理指導を行う薬局数は、目標数値に達成していないものの、 

在宅医療に必要な知識・技法を習得することができた。 

(２)事業の効率性 

 秋田県薬剤師会と連携しながら、薬局のニーズに沿った研修を実施し、在宅医療提供体制

の強化を図っている。 
 

その他  
 

 
  



 
 

 

4 
 

 
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

 
事業名 
 
 

【NO.１９（医療分）】 
鹿角地域医療多職種連携推進学講座設置事業 
 

【総事業費（計画期間の総額）】 
150,000千円 

 
事業の対象

となる区域 
大館・鹿角地域 
 
 

事業の実施主

体 
秋田県 
 

事業の期間 令和２年４月１日～令和７年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 
 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、医師の不足・地域による偏

在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

アウトカム指標： 大館・鹿角医療圏の医療施設従事医師数 

        （R1:172人 → R5：196人）※秋田県医師確保計画 

事業の内容

（当初計画） 
鹿角地域の医療の向上を図るため、鹿角地域の医療連携支援のあり方などに関する教育研究等

を行う寄附講座を鹿角市及び小坂町と共同で岩手医科大学に設置する。 
アウトプット

指標（当初の

目標値） 

・教員数２名 
・鹿角地域住民向け公開講座 年：１回 
・多職種連携教育事業 年：２回 

アウトプット

指標（達成値） 
・教員数２名 
・鹿角地域住民向け公開講座 年：１回 
・多職種連携教育事業 年：４回 

事業の有効

性と効率性 
 
 
 
 
 
 
 
 

アウトカム指標： 大館・鹿角地域（旧二次医療圏）の医療施設従事医師数：R4:165人※医師

・歯科医師・薬剤師調査 
(１)事業の有効性 
 本寄附講座の設置により、鹿角地域の中核病院であるかづの厚生病院において若手医師等の

人材育成や多職種連携のための教育が行われたことから、鹿角地域の医療向上につながってい

る。 
 なお、鹿角地域を含む県北医療圏の医師偏在指標は県内で最も低く、全国の二次医療圏の中

でもかなり低位にあること等により、アウトカム指標は当初数値より減少している。 
(２)事業の効率性 

 かづの厚生病院の所在地である鹿角市のほか、隣接する小坂町が協定に加わり、県と鹿角地

域が一体となった事業推進体制による効率的な事業運営が図られている。 
 

その他 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 
 
 

【NO.２０（医療分）】 
看護職員再就業促進研修事業 
 

【総事業費（計画期間の総額）】 
1,500 千円 

 
事業の対象

となる区域 
全区域 
 
 

事業の実施主

体 
秋田県 
 

事業の期間 令和２年４月１日～令和６年３月３１日（毎年度実施） 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 
 

県民の医療ニーズに対し、効率的で質の高い医療を提供するため、看護職員の不足・地域によ

る偏在の解消に向けた事業を一層推進する必要がある。 

アウトカム指標：研修受講者のうち復職就業者数（R1:7人 → R2:8人） 

事業の内容

（当初計画） 
潜在看護職員を対象に、臨床実務研修や集団講義研修を実施する。（H26計画からの恒常的事

業・旧国庫補助） 
アウトプット

指標（当初の

目標値） 

再就業研修受講者数１５人（Ｈ３０実績：１４人） 

アウトプット

指標（達成値） 
再就業研修受講者数117人 

事業の有効

性と効率性 
 
 
 
 
 

アウトカム指標の「研修受講者のうち復職就業者数」については、12人となっている。 
(１)事業の有効性 
 コロナ禍の中、免許を持ちながら看護職に従事していない潜在看護職員を対象にした講義研

修、実務研修を実施し、看護実践力を高め、就業への自信につなげることで、再就業の促進を

図った。 
(２)事業の効率性 

 就業相談を実施するナースセンターや連携するハローワークと情報共有しながら本事業を

実施することで、受講者の募集等においてスムーズに実施することができた。 

その他 
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事業の区

分 
４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 
 

【No.３４（医療分）】 
総合的な診療能力を持つ医師養成支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

12,397千円 
事業の対

象となる

区域 

全区域 
 
 

事業の実

施主体 
秋田県（国立大学法人秋田大学） 

事業の期

間 
 

令和２年１２月１日～令和７年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 
 

背景にあ

る医療・介

護ニーズ 
 

本県では、高齢化の進行に伴い、複数の慢性疾患を有する患者が増加していることから、地

域において広範な領域の疾患を横断的に診ることができる総合診療医の育成・確保が求めら

れている。 
アウトカム指標：  

秋田大学「総合診療医センター」において、キャリアをサポートする 

他大学の医師・学生数 R6 実人数21人 

事業の内

容（当初計

画） 

将来、本県で勤務予定の自治医科大学生及び東北医科薬科大学生などの他大学の医学生が、

今年度中に設置予定の秋田大学「総合診療医センター」の取組に継続的に参加しやすくなる

よう、地域医療実習やシンポジウム等を開催し、学生や若手医師間のネットワーク構築の促

進を図る。 
アウトプ

ット指標

（当初の

目標値） 

実習及びシンポジウム他大学の参加学生数 
（R1  0人→ R6  実人数42人） 

 

アウトプ

ット指標

（達成値） 

実習及びシンポジウム他大学の参加学生数 
（R1  0人→ R3：実人数34人 → R4：実人数17人→ R5：実人数21人） 

事業の有

効性と効

率性 
 
 
 
 
 
 

アウトカム指標の他大学学生の実人数は、28人となっている。 
(１)事業の有効性 
 秋田大学以外の学生に対して、学生時代から継続的に秋田大学の総合診療医センターの取

組への参加を促すことは、地域医療において求められている総合診療医の育成に有効であ

る。 

(２)事業の効率性 

 シンポジウムの開催に当たり、オンラインでの参加も可能とするなど、効率よく実施して

いる。 
 

その他  
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事業の区

分 
４．医療従事者の確保に関する事業 
 

事業名 
 

【No.３５（医療分）】 
病院で働く医療従事者確保支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

29,788千円 
事業の対

象となる

区域 

全区域 
 
 

事業の実

施主体 
秋田県 

事業の期

間 
 

令和２年１２月１日～令和７年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 
 

背景にあ

る医療・介

護ニーズ 
 

高齢化が急速に進む本県において、増大する医療ニーズに対応し、住み慣れた地域で自分ら

しい生活を続けられる医療提供体制を維持するため、地域の病院で働く医療従事者の確保が

急務である。 
アウトカム指標：  

病院看護職員（常勤換算）R2 8,422.9人からの増  

病院薬剤師（常勤換算） R2  375.0人からの増 

（秋田県充足状況調査R2.10.1） 

事業の内

容（当初計

画） 

看護職員、薬剤師等、不足する医療従事者を確保するため、中高生を対象とした職業体験の

ほか、就職支援サイト等での情報発信、合同病院説明会の開催、病院見学や実習を行う県外

学生の受入など、病院が行う人材確保の取組に対して補助を行う。 
 

アウトプ

ット指標

（当初の

目標値） 

合同病院説明会参加者数 200人 

病院見学、実習等参加者数 200人 

アウトプ

ット指標

（達成値） 

合同病院説明会参加者数 R3：170人 R4：29人 R5：49人 

病院見学、実習等参加者数 R3：79人 R4：50人 R5：113人 
 

事業の有

効性と効

率性 
 
 
 
 
 
 

病院看護職員（常勤換算） R6: 8,062人 

病院薬剤師（常勤換算） R6: 356人 

（秋田県充足状況調査R6.4.1） 
(１)事業の有効性 
 新型コロナウイルス感染症の拡大により、合同病院説明会の開催や参加状況、病院での見

学・実習受入に影響が生じる中で、アウトプット指標は達成できなかったものの、病院看護

職員は増加しており、医療従事者の確保につながっている。 
(２)事業の効率性 

 対面による活動が制限される中にあっても、人財確保の取組を継続していく必要があるた 
め、複数のツールの活用により、効果的に情報発信等を行っている。 
 

その他  
 


